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資料４ 

平 成 １ ９ 年 １ ０ 月 ２ ６ 日  
 

｢デジタル・ディバイド解消戦略会議｣の設置について 
 
１ 目的 

現在、我が国では、ブロードバンド常時接続契約数が２，６００万を超えるとともに、

携帯電話(ＰＨＳを含む)の契約数が１億を超えるなど、円滑な社会経済活動及び国民生活

においてインターネット及び携帯電話が不可欠な社会インフラとなっている。 
  しかしながら、ブロードバンドについては、２０１０年度までにブロードバンド・ゼ

ロ地域の解消を目標としているものの、２００７年６月末現在で約２２６万世帯(世帯比

約４．４％)がブロードバンドサービス未提供となっている。また、携帯電話についても、

２００７年３月末現在で約４２万人(人口比約０．３％)が不感地帯として残っている。 
  そこで、２０１０年度をターゲットとしたブロードバンド・ゼロ地域の解消や、携帯

電話不感地帯の解消を実現し、どこでもブロードバンドや携帯電話を利用できるように

するための具体的施策について検討を行うことを目的として、本会議を開催することと

した。 
 
２ 主な検討事項 
 (1) 検討対象地域の特定と課題の抽出 
 (2) 各地域の課題に対応した政策支援のあり方 
 (3) 所要の支援策の改善の方向性 
 
３ 構成員 
  別紙のとおり 
 
４ 開催スケジュール 

平成１９年１０月に第１回会合を開催し、平成２０年３月末を目処に取りまとめを行

う予定。 
  なお、第１回会合は、平成１９年１０月２日(火)に総務省にて開催されている。 
 
５ 事務局 
  総務省総合通信基盤局事業政策課、他関係３課 
 
６ 沖縄総合通信事務所との関係 
  沖縄総合通信事務所のブロードバンド・ゼロ地域の現状及び課題について連携する。 
 
７ 添付資料 
  デジタル・ディバイド解消戦略会議について                以上 
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デジタルデジタル・・ディバイド解消ディバイド解消戦略会議戦略会議についてについて

２０１０年度をターゲットとしたブロードバンド・ゼロ地域の解消や、携帯電話不感地
帯の解消を実現し、デジタル・ディバイドを解消するための具体的施策について検
討を行うことを目的として本会議を開催する。

ブロードバンド基盤整備の困難地域や携帯電話の不感地帯について、以下の検討
を行う。

✔検討対象地域の特定と課題の摘出

✔各地域の課題に対応した政策支援の在り方

✔所要の支援策の改善の方向性

０７年10月～０８年３月

開催目的開催目的

検討項目検討項目

開催時期等開催時期等

【事務局】総務省総合通信基盤局 事業政策課（取りまとめ）、高度通信網振興課、移動通信課及び基幹通信課
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デジタルデジタル・・ディバイド解消ディバイド解消戦略の位置づけ戦略の位置づけ

ブロードバンド・ゼロ地域ブロードバンド・ゼロ地域
の解消の解消

（２０１０年度）（２０１０年度）

携帯電話携帯電話
カバーエリア１００％カバーエリア１００％

の実現の実現

デジタル・ディバイドデジタル・ディバイド
解消戦略の射程解消戦略の射程

相互連携も視野

ブロードバンド化・ＩＰ化に対応した
ユニバーサルサービス制度の検討

地域ＷｉＭＡＸの
導入等

所要の支援措
置の見直し等

次世代携帯電話の段階的導入

ＦＭＣサービス等の普及

ＦＴＴＨサービス加入３千万（２０１０年）
【ＮＴＴ中期経営戦略】
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ブロードバンド・ゼロ地域の解消、携帯電話カバーエリア１００％の実現ブロードバンド・ゼロ地域の解消、携帯電話カバーエリア１００％の実現

各地域ごとの実情（ニーズ、財政状態）などを踏まえた個別対応の必要性の高まり各地域ごとの実情（ニーズ、財政状態）などを踏まえた個別対応の必要性の高まり

地域地域WiMAXWiMAXや自治体や自治体IRUIRUの活用の活用

を含むを含む
アクセス網の多様化アクセス網の多様化

通信事業者、地方自治体等を含む通信事業者、地方自治体等を含む
多様な関係者間の調整多様な関係者間の調整

（プロジェクトフォーメーション）（プロジェクトフォーメーション）
の重要性の重要性

ブロードバンド・ゼロ地域解消の目標年限（ブロードバンド・ゼロ地域解消の目標年限（20102010年度）まで残り３年年度）まで残り３年

（残り約４．４％（サービスエリアの世帯カバー率推計による）（残り約４．４％（サービスエリアの世帯カバー率推計による）
についての基盤整備が急務）についての基盤整備が急務）

個別地域ごとの課題の摘出個別地域ごとの課題の摘出

デジタル・ディバイド解消に向けた検討プロセスデジタル・ディバイド解消に向けた検討プロセス

携帯電話カバーエリア人口比で９９携帯電話カバーエリア人口比で９９..７％達成７％達成
（残り０（残り０..３％余りの整備が急務）３％余りの整備が急務）

ブロードバンド網の利用等ブロードバンド網の利用等
を含むを含む

エリア拡大手法の多様化エリア拡大手法の多様化

各課題を踏まえた整備メニューの整理、所要の支援策の改善の方向性等の検討各課題を踏まえた整備メニューの整理、所要の支援策の改善の方向性等の検討

連連 携携
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９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

▲ ▲▲ ▲
会議発足 検討すべき課題の整理 政策支援の在り方の検討 最終とりまとめ

第１回 第２回 第３回 第４回

政策実現に政策実現に
困難が伴う地域の把握と困難が伴う地域の把握と

問題点の摘出問題点の摘出

各地域ごとの
適切な政策支援措置の整理適切な政策支援措置の整理

政策支援措置の
改善を図るべき項目等の整理改善を図るべき項目等の整理

２０１０年度の時点で２０１０年度の時点で
政策目的が実現するための政策目的が実現するための

所要の政策支援措置所要の政策支援措置
の在り方について提言の在り方について提言
（０９～１０年度に整備）

各地方局ごとの推進体制
を活用し、ブロードバンド
サービスの基盤整備や携
帯電話の不感地帯解消が
困難な地域の特定とその
問題点を洗い出す。

提言された政策支援措置
については、次年度予算
要求等において実現を図
る。

個別の市区町村の状況を
分析しながら、適切と考え
られる政策支援措置を具
体的に整理するとともに、
地域の実情に照らして求
められる政策支援措置の
改善策等について整理す
る。

戦略会議と地方局における推進体制で相互にフィードバックしながら具体化を図る。

ブロードバンド・ゼロ地域ブロードバンド・ゼロ地域
の解消の解消

携帯電話不感地帯携帯電話不感地帯
の解消の解消

達成すべき目標 現状・課題の把握 課題に対応した支援施策の検討 支援策の所要の見直し策の検討

（注）必要に応じて作業部会を設置する場合もある。

デジタル･ディバイド解消戦略会議の検討スケジュール等についてデジタル･ディバイド解消戦略会議の検討スケジュール等について
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９月 １０月 １１月 １２月

▲ ▲
会議発足 検討すべき課題の整理

第１回 第２回

９／１４９／１４

総合通信局総合通信局
等情報通信等情報通信
部長等会議部長等会議
において、本において、本
省から実態省から実態
調査を依頼調査を依頼

１１月以降１１月以降

調査結果を本省で取りまと調査結果を本省で取りまと
め、め、地方局へフィードバック地方局へフィードバック
第２回戦略会議に報告第２回戦略会議に報告

これらの取組相互の円滑な連携を図るため、事業者、都道府県・市町村等の参加を得た地域レベルの推進
体制を、総合通信局主導で改めて強化。

ブロードバンド・
ゼロ地域の現状、

課題の把握

都道府県ロード
マップの改訂作業
（（財）全国地域情
報化推進協会を
主体に実施）

総合通信局等における当面の取組スケジュール総合通信局等における当面の取組スケジュール

１０月末まで１０月末まで

地方局において、局地方局において、局
管内のブロードバン管内のブロードバン
ド・ゼロ地域の特定と、ド・ゼロ地域の特定と、
地域ごとの整備阻害地域ごとの整備阻害
要因、課題、解決策、要因、課題、解決策、
有効な支援策を有効な支援策をとりとり
まとめまとめ本省に提出本省に提出

報
告

戦略会議

１０／１９１０／１９

（財）全国地域情報（財）全国地域情報
化推進協会・化推進協会・ＢＢ全ＢＢ全
国整備促進国整備促進ワーキワーキ
ンググループの開ンググループの開

催催

成
果
を
活
用

年度末までに年度末までに
策定・公表策定・公表

～９月～９月

改訂作業要領の検討改訂作業要領の検討

第
３
回
以
降
の
戦
略
会
議
に
状
況
報
告

各地域各地域
レベルのレベルの
推進体制推進体制
においてにおいて
検討を検討を
開始開始




